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1929 11，34423，7282，091．7 6，729 941 3，852 5，772 763 17，015
（59．3％） （4．0％） （34．0％） （24．3％） （6。7％） （71．7％）
1930 10，97024，1892，205．0 6，437 925 3，751 5，622 782 17，642
（58．7） （3．8） （34．2） （23．2） （7．1） （72．9）
1931 10，47324，6532，362．1 6，060 861 3，607 5，404 770 18，388
（58．1） （3．5） （34．6） （2L9） （7．4） （74．6）







































































































































































































































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　ら　　　　　　 　　　　　　 う 　　　’　　　 　　 　　　 　　s う　　　ゐ　　　あ　へ 　も　　　　 　 　 ’　　　らナチス期は、資本主義の全般的危機が開始されたとはいえ、独占間一帝国主義諸国間一対抗が主要
な局面であった。従って、独占間対抗段階における「産業循環」の運動様式の上に、チ手ヌ函由猛盗
ゐ　　　’　　　N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　s
的政策が展開されその「変容」がもたらされたのである。ナチス的国独資的政策は、インフレ政策
（賃金・物価規制等により、インフレは現出せず、強制貯蓄という形を強いられた）とそれにもとつ
く公共投資・軍事支出、そしてアウタルキー化、すなわち準戦時体制の構築であり、この政策を遂行
する上で、労働者・市民の反抗をおさえるために、強力な言論抑圧を行い、全生活を監視し、国民の
　　ゐ　　　s　　　’　　　s　　　　　　　も　　　あ　　　s　　　コ　　　ゐ　　　s　　　　　　　う　　　ぬ　　　り　　　’
目を排外主義・生活圏の拡大（対外侵略）という方向にむけさせたのである。
　　　　　　’　　へ　　　う　　　サ　　　s　　　s　37年恐慌のドイツ的形態を考える場合、膨大な公共一軍事支出による経済成長とともに、アゥタル
キー化がとりわけ重要である。それは、世界経済循環との繋がりが一応断たれ、二由ウ豪ノLあ宿頭に
解消されることになるからである。（ちなみに、戦後は、IMF体制に基盤をおくアメリカの支配の下
　　s　　s　　．　　s　　s　　ら　　s　　う　　s　　ヘ　　へ　　’　　へ　　s　　’　　ぬ　　ゐ　　’　　　　　　ぬ　　へ　　リ　　サ　　で　　s　　ぬ
に、資本主義世界全体が社会主義体制に対して「アウタルキー化」したものと考えられないだろう
か。）ナチス期の貿易政策は、「再軍備、自国の消費者の必需品、戦時用備蓄のために必要な輸入を行
なうこと」39）「おもに戦時封鎖の危険に対する予備的な安全装置として、東南ヨーロッパにおいて経
済的、政治的に自国に従昌する地域を獲得することで」40）あり、そのために行なわれた貿易の国家統
制により、「ドイツは自由経済体制ではたえず生じうる経済不況の伝染という危険に対して、かなり
免疫性を持つようになったのである。」41）
　ここで、輸出入構造について見てみよう。
　輸出額は、29年から38年にかけて58．3％、輸入額は、55．0％下落している。同期間中、輸出で、食
料品は92．3％、原料は66．2％、半製品は70．4％、完成品は51．9％減少し、また、翰入で、食料品は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　543　一
55．5％、原料は49．3％、半製品は52．0％、完成品は73．0％減少している42）。
　地域別輸出入構造は、西欧の比重が低下し、東南欧の比重が上昇している。所与の国の輸入額に占
めるドイツの割合は、32年から38年にかけて、イギリスは4．3％から3，4％へ、フランスは12．1％から
6．9％へ、アメリカは5．6％から3．4％へと下がり、逆に、イタリアは13．3％から26．8％へ、ギリシア
は9．7％から28．8％へ、　トルコは23．2％から47．0％へ、ハンガリーは22．5％から30．1％へ、コ・一ゴは
17．9％から32．6％へと上昇している。また輸出は、イギリスが4．0％から4．4％へと若干上昇している
が、フランスは8．6％から6．0％へ、アメリカは8．3％から3．4％へと下がり、逆にイタリアは11．4％か
ら19．1％へ、ギリシアは15．1％から38．5％へ、トルコは13．5％から42．9％へ、ハンガリーは15．1％か
ら27．4％へ、ユーゴは11．3％から35，9％へと上昇したのである43）。
　19世紀末葉から「独占の母国」、「輸出大国」として興隆したドイツ資本主義は、ナチス期に至って
　　　も　　も　　り　　’　　s　　も　　　　　り　　■　　へ　　も　　s　　s　　s　　ぬ　　ヤ　　sほぼ「世界経済循環」との連繋を断ち切って　（もちろん「東欧経済圏」ともいうべきものは存在す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　ぬ　　　sる）アウタルキー化への道を進んだ。37年恐慌がドイツを「素通り」したということ、ここに、ナチ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヤ　　　へ　　　■ス経済の戦後資本主義に貫串するもう一方の「優位性」が存在していると言えよう。だが、ナチス経
済の必然的帰結が第二次大戦であったように、軍事優先の経済は、永遠に続く体制ではなく、おのず
と限界を持つものである。ちようど、ベトナム戦争の終結と相前後して、戦後最大の74・75年「恐慌」
におそわれたごとにく。ベトナム戦争が、「危機」を一層進化促進させたのである。
おわりに
　戦後世界資本主義の「高度成長」を支えてきたIMF体制が、71年のニクソン声明によって崩壊
（正確には麻痺）し、74・75年には戦後始めて「本格的恐慌」におそわれ、また、とりわけ70年代以
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　s　　　　，　　　　s　　　　s　　　　s　　　　’　　　　■降、「死に至る病」であるスタグフレーションが恒常的に現出している。これらは、戦後国独資の限界
s　　あ　　ぬ　　ヘ　　へ　　s　　う　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　へ性の劇的な露呈であると同時に、終結を意味するものである。とすれば、まがりなりにも戦後30年近
く続いた戦後国独資の最後に来るものは何か。
　　　　　　　　　　　う　　　s　　　あ　　　リ　　　カ　　　あ　　　ミ　　　’　　　ぬ　　　■　　　ゆ　　　も　　　’　　　ら　私は、率直に言って、民主勢力の阻止する力が弱い場合には、30年代のファシズムが再現する、が
しかし、もちろんそのままの形態ではなく新たな装いをこらして出現する、「再版ファシズム」では
なかろうかと考えるものである。その根拠は、本小論の課題でもあったものであるが、次のようなも
のである。
　　　　　　　　　　　　　　s　　　ヤ　　　，　29年恐慌は、産業資本主義と古典的独占資本主義の歴史的限界性をはっきりと暴露したものであ
り、資本主義の「全生活過程」は、ここに大きく二分される。30年代には、世界資本主義は、その活
路の方向を、一方では「ファシズム型」、他方では「ニューディール型」をとって見い出そうとした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　sそのうち、実際に「経済政策」として「成功」したのは、「ファシズム型」であった。だが、「ファシ
ズム型」が、軍事優先・準戦時体制構築を不可欠の前提とするかぎり、軍事部門が再生産外的消耗部
　　　　　　　　　　　　　　も　　　s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　h　　　N　　　コ　　　ゐ門であり、一時的に経済成長を促進するものではあっても結局はその阻碍要因となる以上、必然的に
ゐ　　　s　　　s　　　も戦時体制　（限定、又は世界戦争）に移行せざるをえないものである。第二次大戦がそれであった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　544　一
　　　　　　ぬ　　　ゐ　　　ゐ　　　も　　　ゐ　　　り　　　＋　（もちろん、帝国主義戦争としての側面を否定するものではない）その意味で、「ファシズム型」が、
も　　　ミ　　　へ　　s　　　ぬ　　　コ　　　s
長期にわたって、準戦時体制のまま「経済成長」を続けることは不可能だったのである。また、「フ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う　　ゐ　　　も　　　N　　　ら　　　　　　　　　カ　　　も　アシズム型」は、「国家の経済への介入」という、戦後国独資につらなる、戦前国独資の「典型」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s　　　ヤであった。この「ファシズム型」が、戦後、いかなる形で「再現」し、どんな内容を引き継いだので
あろうか。
　　　　　　　　リ　　　カ　　　s　　　’　　　り　　　う　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゐ　　　も　　　も　　　う　　　カ　　　ぬ　　　ミ　　　ヨ　　　ぬ　　　ゐ
　第二次大戦後、主要資本主義国にファシズムは再現していない。だが、「ファシズム経済の核心」
は、戦後、アメリカを中心とする世界資本主義体制に継続した。（もちろん、「ニューディール型の核
心」も引き継がれているが、「ファシズム型」に収敏されていると言えよう）
　　　　　　　　　　　　　s　　　ゐ　第二次大戦後、社会主義が体制として成立し、いわゆる資本主義の全般的危機の深化する段階に至
った。社会主義体制に対抗する資本主義側の頭目の地位に立ったのは、大戦後圧倒的経済力を持つよ
うになったアメリカであった。戦後、アメリカが、その経済力を背景に、先端産業部門一軍事工業を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゐ　　　ね　　コ　　　リ担当し、日本・西ドイツが、従来型重化学工業を担うという、「国際分業」として出発した。また、
戦後の「経済成長」を支えたのは、IMF体制にもとつく不換紙幣ドルの世界的撤布の体制であり、
アメリカは、核・軍事力を世界的に配置し、民族解放闘争の抑圧・社会主義への各個撃破政策（例え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ　　　’　　　s　　　へ　　　もぽベトナム戦争）を展開してきたのである。戦後の国独資は、一国レベルの国独資ではなく、世界的
　　　　　　　　　　　　　　　　ぬ　　　う　　　も　　　ぬ　　　う規模のそれであり、その意味で、「体制間対抗」国独資ともいうぺきものである。
　核・軍事力を担ったアメリカが、資本主義世界でたえず経済的地位を低下させてきたのは、他の諸
国が経済的力量を増大させてきた（戦争により生じた不均衡の回復）というごとと同時に、軍需生産
の経済成長へのマイナス要因を表現したものに他ならない。軍事優先の体制は、その存続を望むとす
れぽ、軍事力の具体的行使一戦争を必然的に招来しなければならず、朝鮮戦争・ベトナム戦争・各種
の限定戦争がそれであった。アメリカにとって、特にベトナム戦争の遂行が軍事優先の体制を存続さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　ら　　　う　　　s　　　う　　　s　　　ぬ　　　’せることのできる唯一の方法であったが、その遂行過程がまた諸矛盾の累積過程だったのである。ド
ル危機・ニクソン声明は、矛盾の集中的表現であり、ベトナム戦争の終結と前後して戦後最大の「恐
慌」が爆発したのも単なる偶然ではなかろう。また、（戦後）国独資の基本矛盾は、「管理通貨制にも
とつくインフレ政策」にあるが、この限界性が財政危機として、またスタグフレーションとして顕現
しており、これに対応しようとする「マネタリズム」なるものは、かえって、戦後国独資の終末を体
制側から物語るものにほかならない。
　先端産業一軍事部門をアメリカに依存しながら、従来型重化学工業を主軸として「経済成長」をと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　う　　　ヤ　　　ミ　　　ゐ　　　ゐ　　　う　　　ゐげてきた日本・西ドイツにとって、生き残る道は、今までのような「アメリカ的世界支配」の継続が
　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　ぬ　　　ぬ　　　ぬ　　　ヤほぼ不可能となった以上、「資本の論理」として、軍事工業優先・他民族抑圧・自国内における労働
者と市民の全生活にわたっての監視と抑圧・民主主義の躁躍等々を内容とする「再版ファシズム」以
外にはないのではなかろうか。独占資本が、今後とも独占利潤を確保していくためには、もはや労働
　　　　　　　　　　　　ヨ　　　へ者・市民に従来のような「譲歩」を与えることはできないのである。また、歴史的にファシズムを経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あ　　　s　　　あ　　　ヤ　　　’　　　サ　　　　　　　も験しなかったと言われる、アメリカ・イギリス・フランスなどでも、「再版ファシズム」的なものが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一545一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　　ヤ　　　N　　　も　　　も　　　コ　　　’　　　　　　　ら　　　も　　　N　　　’　　　も出現する可能性は十分にある。！それは、「再版ファシズム」が、資本主義のまさに最後に来るもので
　　　ぬ　　　ヨ　　　う　　　s　　ゐ　　　も　　　’　　　N　　　’　　も　　　’　　　サ　　s　　　も　　　’　　　た　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　，　　　　　　ご
あり、資本主義がもはや他の道を選択できないからである。とすれぽ、資本主義から社会主義へ、階
　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　．　　　　　　　　　級社会から蕪階級往会へという従来の体制交替とはまったく質を異にする時代に参ける「資本」が、
自らの存在をかけて資本主義体制を死守しようとするのは当然である。それゆえにまた、熾烈な階級
闘争が不可避なのであるが、それをおさえるためにも、「再版ファシズム」という形態が必要になっ
てくるのである。と6「資本の論理」を決して許してはならないし、貫徹きぜてはならない。
　注…　　　　　1・　・　’・”1）Cf．　Die　Finanzierung　der　Investitionen　in　Westdeutschland，。DWI・Beficht“，1957，　Nr21．
2）K．Zieschang，　Porobleme　der　Investitionsfinanzierung　in　Westd6utschland，“Wirtschaftswissen・
　　schaft‘‘，1956，　Nr．1，　S．42f．　　　”　　　　　　　　　t　　　燭　　　　　　　　’
3）　Institut　fiir　Gesellschaftwissenschaften　beim　ZK　der　SED，　Der　Imperialismus　der　BRD，　Dietz
　　Verlag　Berlin，1973，　S．71．
　　　　　　　　　　へ　　s　　s　　s　　’　　へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　ぬ　　N　　N　　へ　　N　　ヘ　　ヤ　　s
4）　この内容をここで具体的に提示することはできない。それは、歴史的条件の異なるもとで再現するからで
　　ある。レーニンは、帝国主義は社会主義の前夜であると言ったが、その帝国主義の内に、古典的帝国主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ　　’　　　N　　へ　　ゐ　　　も　　ゐ　　・プアシズム・国独資が含まれて歴史は進展してきた。「再版ファシズム」は、帝国主義の総括であり、
　　階級社会のまさに最後に来るものであり、それゆえに激烈な形態をとらざるをえないのである。
5）　Statistisches　Reichsa血t，　Sta壬is亡isches　Jahrbuch　f貢r　das　Deutsches　Reich，1928．
6）　Ebenda，1931，1933，1935；Ltinderrat　des、Amerikanischen　Besatzungsgebiets，　Statistisches　Hand・
　　bucb　Von　Deutschland　1928－1944，　Franz　Ehrenwirth－Verlag　M面chen，1949．
7）　デ’2ミトロフ著、’坂井・村田訳「反ファシズム統一戦線」（大月書店、1970年、14頁）
8）山口定「アァシズム」（有斐閣、昭和55年、255頁）
9）・10）長守善「ナチス経済建設」（日本評論社、昭和14年、407頁、421頁）
11）・12）　塚本健「ナチス経済」（東大出版会、1973年、227頁）
13）Statistisches　Bundesamt，　Bev61kerung　und　Wirtschaft　1872－1972，　Verlag　W．　Kohlhamm6r，1972，
　　S．250．
14）ちなみに財政赤字は、33年は12億RM、34年は19億RM、35年は17億RM、36年は35億RM、37年は39億
　　RM、そして38年には129億RMとなっている。（Burton　H．　Klein，　Germany’s　Eoonomic　Preparations
　　for　War，　Harvad　Univ，　Press，1959，　p．8．）
15）35年から39年にかけての各国の軍需生産を見てみれば（44年価格）、アメリカは15億ドル（39年は6億ド
　　ル）、イギリスは25億ドル（39年は10億ドル）、ソビエトは80億ドル（39年は33億ドル）であるのに対して、
　　　ドイツは120億ドル（39年は34億ドル）であるという。（Deutsches　Institut　fifr　Wirtschaftsforschung，
　　Die　deutsche　Industrie　im　Kriege　1939－1945，　Duncker＆Hunblot／Berlin，1954，　S．23．）
16）Statistisches　Handbuch　von　Deutschland　1928－1944，　S．605．（第四表参照）
17）Ebenda；Deutsches　Institut　fiir　Wirtschftforschung，　a．a．0．，　S．20．
18）塚本健、前掲書～275耳。
19）　Burton　H．　Klein，　op．　cit．，　p．74．
20）Bev61kerung　und　Wirtschaft　1872－1972，　S．－250，　S．254より計算。
21）．大野英二「四ケ年計画と経済政策の転換」（『ドイツ資本主義の史的構造』有斐閣、昭和47年、390頁）
22）　Burton　H．　Klein，　op．　cit．，　p．45．
23）・24）　塚本健、前掲書、315－316頁。
25）・36）　飯田裕康「国家独占資本主義論と投資金融問題」（『土地制度史学』第18号、1963年、54頁）
27）K．Zieschang，　Grundprobleme　der　Investitionsfinanzierung　in　Westdeutschland，　Akademie・Verlag・
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　　　Berlin，1959，　SS．118－128．
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33）・34）1．M．　Faingar，　Die　Entwicklung　des　deutschen　Monopolkapitals，　Verlag　die　Wirtschaft　Berlin，
　　　1959，SS．247－250．
35）　Ebenda，　S．37．
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